
株式会社ニッセンホールディングス
純粋持株会社体制への移行を踏まえ、
内部統制に対応した財務会計基盤を構築

「グループの成長に伴い、従来の

財務会計システムは経営環境の変化に

対応できず、グループ経営の実態に

見合わなくなっていました。

そこで、ERPという選択肢のもとに

新たな財務会計システムの構築を

決断したのです」

市場信行氏 
株式会社ニッセンホールディングス 
取締役  常務執行役員  管理本部長

概要
会社概要
• 社名：株式会社ニッセンホールディングス
• 本社：京都市南区
• 業種：小売
• 事業内容：ニッセングループ成長戦略の立案機能、
ポートフォリオの設計とM&A等による新規事業開
発機能、ニッセングループ経営執行の監督機能。主
要事業会社は、株式会社ニッセン、株式会社ニッセ
ンプレミアム、ｎインシュアランスサービス株式会
社など

• 売上高： 1,529億円（連結：2007年12月期）
• 従業員数： 3,010名（連結：2007年12月現在）
• Webサイト：www.nissen.info/
• 導入パートナー：日本ユニシス株式会社

課題 
• 既存パッケージにおける拡張性の限界
• 会計数値の信頼性向上
• 業務の標準化・効率化
• J-SOX、内部統制への対応
• 変化に柔軟な経営体制の確立

導入目的
• 持株会社化に対応した会計基盤の実現
• コーポレートガバナンスの強化による企業価値の
向上

• ERPによる財務会計の精度向上
• 決算のスピードアップ
• 事業戦略に伴う拡張基盤の実現
• 財務情報の早期検証の実現

SAPソリューション/サービス
SAP® ERP（FI）

導入ハイライト
• テンプレートを活用した短期導入
• SAP ERPの標準機能に準拠した開発方針
• エンドユーザー部門のプロジェクトへの積極的な
参加

• 導入パートナー、SAPのサポート力
• 適切なユーザートレーニングの実施

SAP選択の理由
• デファクトスタンダードとしての実績
• 財務会計システムとしての信頼性
• 標準化された効率的な財務会計プロセス
• 他システムとの連携が容易な柔軟性、拡張性

導入メリット
• 法改正、税制改正への柔軟な対応
• 内部プロセスの透明性の向上
• 内部監査における信頼性の向上
• 実績把握を踏まえた管理精度の向上
• ルールの明確化に伴うデータの信頼性向上
• 財務会計のシェアードサービス化の布石

既存システム
他社製の財務会計パッケージ

サードパーティ・インテグレーション
• ハードウェア：HP ProLiant DL580 G4
• OS：Windows Server 2003

SAP Customer Success Story
Retail



SAP ERPによる財務会計基盤で
コーポレートガバナンスを強化

ニッセングループは、それぞれの事業領域に
フォーカスした効率的でスピーディな経営判断
を実現していくことを目的に、2007年6月に純
粋持株会社体制に移行しました。その中にあっ
て、純粋持株会社であるニッセンホールディン
グスは、同グループにおける成長戦略の企画・
立案、事業ポートフォリオの策定、M&Aなどに
よる新規事業の開発、グループ経営執行の監督
などを担っています。

同社取締役 常務執行役員 管理本部長の市場
信行氏は、この新たな経営体制が目指すべき姿
について、次のように説明します。
「1つの会社が広範な事業運営を担う従来の体
制では、ビジネス環境の変化に応じた柔軟な対
応が難しくなっていました。そこで、持株会社
体制に移行することで、それぞれの事業会社の
責任を明確化するとともに、スピーディな経営
判断が可能な環境を築いていくことにしまし 
た。同時にこの体制には、優れた経営者を育成
するという狙いもあります。グループ会社で経
営者としてのキャリアを磨いていくことで、将来
的にグループ全体の経営においても手腕を発
揮できる、プロフェッショナルな経営者を育成
していきたいと考えています」

一方、こうした体制においてはグループ内の風
通しが悪くなったり、それぞれの事業会社が個
別最適に走ったりすることが懸念されます。そ
こで、グループ全体のコーポレートガバナンス
の面で大きな役割を果たすのが、親会社である
ニッセンホールディングスです。

「持株会社体制への移行に当たっては、財務会
計の情報インフラを強化していくことが重要な
課題となりました。従来から使っていた会計 
パッケージは10年前の設計思想に基づいて開
発されたものであったため、刷新を検討する時
期を迎えていました。また、グループの成長に
伴い、旧システムが経営環境の変化に対応でき
ず、グループ経営の実態に見合わなくなってい
たことも事実です。そこで、ERPという選択肢
のもとに新たな財務会計システムの構築を決断
したのです」（市場氏）

同社では、2007年1月にERPの導入プロジェ
クトをスタートさせ、2007年8月に本番稼働
という、短期導入を実現しています。ターゲット
を8月に置いたのは、同社の決算期が12月で
あるため、9月の第3四半期の決算を新システ
ム上で行い、12月の本決算に最小のリスクで
臨みたいと考えたからです。

現在、SAP ERPによる財務会計システムは、
同社ならびに事業会社である株式会社ニッセン
で稼働し、続いて株式会社ニッセンより会社分
割し、現販事業部門を主体として設立された株
式会社ニッセンプレミアムにおいても適用され
る予定となっています。

内部統制の有用性も備えた
デファクトスタンダード

ニッセンホールディングスが財務会計のシステ
ム基盤としてSAP ERPを選定した最大の理由
は、デファクトスタンダードとしての実績を高く
評価したからに他なりません。同グループでは
2000年より中国においてBPO（ビジネスプロ
セス・アウトソーシング）を活用したシェアード
サービス化を推進しており、将来的には財務会
計分野においても同様の可能性を探っていま 
す。それだけに、グローバルにおいてデファクト
スタンダードであることは、パッケージを選定し
ていく上で最優先の要件だったといいます。

同時に内部統制基盤としての有用性も、SAP 
ERPを選定した大きな理由の1つです。導入
プロジェクトにおいて、リーダーを務めた株式会
社ニッセンホールディングスの財務本部 資金管
理部長である玉田英一氏は、直面するJ-SOX
対応へ向けて、SAP ERPへの期待を次のよう
に語ります。

総合通販大手の株式会社ニッセンを主力とするニッセングループは、2007年6月より
純粋持株会社体制に移行しました。社名を株式会社ニッセンホールディングスとするとともに、
新設した100％子会社の株式会社ニッセンが、従来の通販事業、現販事業などを
継承しました。その中で急務の課題となったのが、新たな経営体制を支える財務会計基盤の
強化でした。同社は内部統制基盤としても有効なSAP ERPにより、財務会計システムを
再構築。より柔軟な事業体制のもとで、企業価値の向上を図っています。



「従来のシステムでは、アプリケーションの脆弱
性により、システム監査という観点で大きな不
安がありました。それに対して、SAP ERPはビ
ジネスプロセスやルールが明確化されており、
数字の信頼性も担保されます。当社は12月決
算であるため、現在、着 と々監査の準備を進め
ているところですが、監査法人からも、SAP 
ERPであればシステム面のチェックに大きな時
間を費やす必要がないといわれ、自信を持って
監査に臨むことができそうです」

当然ながら、ERPの選定に当たっては、他ベン
ダーのパッケージとの比較・検討も行いました。
その際、SAP ERPについては、最新のテクノロ

ジーに立脚しつつ、ビジネスプロセスにフォー
カスしたアプリケーションとしての優位性も高
く評価しました。
「実際に大きな混乱もなく、スムーズな導入がで
きたのも、SAP ERPのアプリケーションとして
の機能・性能が十分に備わっていたからです」 
（玉田氏）

テンプレートを効果的に活用し
7カ月間の短期導入を実現

ニッセンホールディングスのERP導入プロジェ
クトのポイントは、大きく2つ挙げられます。 
1つは、オンスケジュールかつ予算内で、7カ月
間という短期導入を実現したこと。もう1つは、

エンドユーザー部門が積極的にプロジェクトに
参加したことです。

短期導入という観点では、導入パートナーであ
る日本ユニシス株式会社の提案により、テンプ
レートを効果的に活用。これにより、プロトタイ
プを早期に立ち上げるとともに、開発工数を大
幅に軽減することができました。また、業務を
SAP ERPの標準機能に合わせるという基本方
針を徹底することで、アドオンプログラムの開
発を極力少なくすることにも努めました。その
結果、帳票関連以外は、ほぼ標準機能で構築す
ることができました。

その一方で、業務プロセスの変更を余儀なくさ
れたのが、エンドユーザー部門です。しかし、同
プロジェクトでは、エンドユーザー部門となる
経理、財務、仕入れ、債権管理などのキーマン
をプロジェクトの初期段階から参画させ、一体
となって検証・テストなどを行っていったため、
大きな混乱もなく、スムーズな移行を果たせま
した。また、テンプレートを活用して早い段階か
らトレーニングをスタートできたことも、エンド
ユーザー部門のモチベーションを高める上で効
果的だったといいます。

「トレーニングは2007年の5月からキーマンを
対象に実施し、段階的に利用部門に拡大してい
きました。当初は馴染みのないオペレーション

に戸惑いもあったようですが、徐々に慣れてくる
中で、事務処理をきちんと行えば、最終的な明
細までの処理が担保されるSAP ERPの良さ
を理解するようになってきました」（玉田氏）

現在、同社ではSAP ERPによる財務会計シス
テムを120ユーザーが利用しています。財務会計
以外の仕入れ・在庫・受発注・発送といった通販
の仕組みに関する部分は、同社独自のWINGS
というシステムが稼働しており、カード会社や 
コンビニエンスストアからの入金処理は直接
SAP ERPに入り、その他の項目については
WINGSのデータを月次で会計処理する流れ
になっています。

「現時点では、いわゆる統合基盤としてERPを
活用する仕組みにはなっていませんが、内部統
制基盤、財務会計基盤の信頼性向上という観
点では、SAP ERPは十分に役割を果たしつつ
あります。このような基盤を築けたことで、コー
ポレートガバナンスを踏まえて、純粋持株会社
体制のメリットを追求していくことが可能にな
りました」（市場氏）

SAP ERPを活用したBPRの推進と
さらなるコーポレートガバナンスの追求

すでにERP導入の当初の目的を達成したニッ
センホールディングスでは、次なるテーマを決
算スピードの向上に置いています。決算情報の
タイムラグを減らすことで、さらなる経営活用
や分析活用に反映していくことができるからで 
す。その意味で、ボトルネックとなっているのが、
締めに対応した支払処理のプロセスです。支払
先の請求書が起点となる現在のプロセスは、請
求書が届くタイミングの遅れなどで、どうして
も時間的なロスが生じてしまいます。この課題
について、同社は解決策を見出しつつあります。

「信頼性が高い内部統制基盤、

財務会計基盤を築けたことで、

純粋持株会社体制のメリットを

追求していくことが可能になりました」

市場信行氏 
株式会社ニッセンホールディングス 
取締役  常務執行役員  管理本部長

「SAP ERPはビジネスプロセスやルールが明確化されており、数字の信頼性も

担保されます。それだけに、現在準備を進めている J-SOXの監査にも、

安心して臨むことができます」

玉田英一氏 
株式会社ニッセンホールディングス  財務本部  資金管理部長
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通販の基幹システムであるWINGSとSAP ERP
を連携させることで、定常業務をスケジュール
化する仕組みが構築可能であるからです。
「いずれにしても、SAP ERPで構築した基盤を
最大限に活かしていくことこそ、次なるステップ
であると実感しています。その意味では、今後は
BPRにも積極的に取り組みながら、管理会計的
なアプローチも模索していきたいと考えています」
（玉田氏）

また、将来的な展望として、グループ全体で
SAP ERPの財務会計基盤を活用していくこと
も視野に入れています。

「グループの成長に伴い、コーポレートガバナン
スの在り方も進化させていく必要があります。
昨年よりも今年、今年よりも来年というように、
常に戦略的なガバナンスの在り方を模索してい
くことは、持株会社の重要な役割だと考えてい
ます。財務会計においてグループの統一基盤を
築いていくことも、その1つの選択肢といえます。
現実問題として、コストとの兼ね合いがあります
が、ワンインスタンスでシステムをシェアできる
方法があれば、BPOという観点からも十分に検
討の余地があります。それが実現できれば、M&A
などで事業を拡大する際にも、財務会計面での
スムーズな統合が可能になります」（市場氏）

持株会社として、より戦略的なスキームを拡大
するニッセンホールディングスにとって、信頼性
と拡張性に優れた財務会計基盤が確立できたこ
とは、大きなアドバンテージとなっていくに違い
ありません。

SAPジャパン株式会社
本社 〒100-0004 
東京都千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル  
TEL 03-3273-3333（代表）
http://www.sap.com/japan/


